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地方独立行政法人大牟田市立病院平成２２年度年度計画 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

（１）患者本位の医療の実践（重点） 

① インフォームド・コンセントの充実 

・患者や家族が診療内容を適切に理解し、納得した上で診療方法を選

択できるように、必要に応じ、多職種（複数科の場合も含む。）に

よるインフォームド・コンセントを行う。 

② 相談支援体制の充実 

・他の医療機関の患者やその家族が、病状や治療法について、その主

治医以外の医師の助言等を求められた場合に適切に対応する。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 

患者満足度の更なる向上 
 

 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画 

がんに関する相談件数 １３８件 １４０件

新規入院患者数 ７，１００人 ７，２００人

紹介状持参患者数 ８，９４４人 ９，０００人

外来初診患者数 １６，００５人 １６，０００人

※ 関連指標について 
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中期目標で示されている各項目に関連する取組みや指標について掲げ

ている。以下同じ。 

 

（２）安心安全な医療の提供 

① 医療安全対策の実施 

・ＭＲＭ委員会を定期的に開催し、医療安全に関する情報の収集や分

析を行い、医療安全対策を実施するとともに、医療安全に関する研

修会を年２回開催する。 

② 院内感染防止策の実施 

・感染対策委員会を定期的に開催し、院内感染防止を徹底するととも

に、感染対策に関する研修会を年２回開催する。 

・感染に関する専門的な知識及び技能を有する専従又は専任の医療職

の配置について計画的な体制強化を行う。 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画 

院内研修会の開催数 

（医療安全に関するもの）
２回 ２回

院外研修会への参加回数 

（医療安全に関するもの）
８回 ８回

学会への参加回数 

（医療安全に関するもの）
２回 ２回

 

（３）高度で専門的な医療の提供 

① 高度で専門的な医療の充実 

・高度医療機器については、ＭＲＩを最新の機器に更新するととも

に、医療スタッフの専門資格取得を促進する。 

・がん診療については、手術、放射線治療、化学療法を効果的に組み

合わせた集学的治療を行うほか、脳卒中治療や内視鏡による治療等、

高度で専門的な医療を提供する。 

② 臨床研究及び治験の推進 
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・臨床研究及び治験に積極的に取り組む。 

③ 診療機能の見直し 

・地域の医療環境分析を行い、地域の他の医療機関との診療機能の役

割分担の下、精密な検査や手厚い治療が必要な患者に医療資源を集

中して投下していく。急性期を脱した患者については、積極的に他

の医療機関への逆紹介を行う。 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画 

手術件数（手術室施行分） ２，２５６件 ２，２５０件

放射線治療数（延べ回数） ２，５１６件 ３，０００件

化学療法件数 １，８３６件 ２，４００件

 

（４）法令の遵守 

① 法令・行動規範等の遵守 

・職員倫理規程を定め、倫理研修会を開催し、職員への周知徹底を図

る。 

② 診療情報等の適正管理 

・診療録等の個人の診療情報については、適正に管理するとともに、

大牟田市個人情報保護条例（平成１４年大牟田市条例第２２号）及

び診療録管理規程に基づき、患者及びその家族等への情報開示を適

切に行う。 

・その他の個人情報保護及び情報公開については、大牟田市個人情報

保護条例及び大牟田市情報公開条例（平成１５年大牟田市条例第３

７号）に基づき、適切に対応する。 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画 
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倫理研修会の参加人数 ６９人 ２００人

 

２ 診療機能を充実する取組み 

（１）がん診療の取組み（重点） 

・がん診療については、より侵襲性が低い手術（内視鏡手術や腹腔鏡

下手術）に積極的に取り組む。 

・放射線治療や化学療法を効果的に実施する。 

・ＣＰＣ（臨床病理カンファランス）、ＣＣＣ（臨床がんカンファラ

ンス）の開催により、地域の医療従事者への研修を継続する。 

・がんに関する市民公開講座を開催し、住民に対する普及啓発活動に

取り組む。 

・「地域がん診療連携拠点病院」としての機能向上を図るため、専門

的な知識及び技能を有する専従又は専任の医療職の配置について計

画的な体制強化を行う。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 目標値 

地域がん診療連携拠点病院の

認定更新 
更新（平成２５年度）

 

 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画

がん手術件数 

（前掲の手術件数のうち数）
３２８件 ３３０件

放射線治療数（再掲） ２，５１６件 ３，０００件

化学療法件数（再掲） １，８３６件 ２，４００件

 

（２）救急医療の取組み 
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・救急受入れ体制の強化について検討を行う。 

・救急外来、救急病棟の医療機器を充実させる。 

・救急救命士の気管挿管実習の受入れや救急隊との症例検討会を行う。 

・ＩＣＬＳ（心停止蘇生トレーニング）研修を年３回開催する。 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画

救急車搬送患者数 ２，０９９人 ２，０００人

 

（３）母子医療の取組み 

・地域の産婦人科医との連携を推進するため、セミオープンシステム

等の導入を目指し検討を行う。 

・助産師が妊娠、分娩、産じょくを通した、きめ細やかなケアに取り

組み、助産師外来を充実させる。 

・地域医師会と共同で行う平日夜間小児輪番制事業の継続に貢献する。 

・他の医療機関からの紹介患者や入院治療が必要な小児患者を中心に

受け入れる。 

 

３ 地域医療連携の取組み 

（１）地域医療の支援（重点） 

① 地域医療の支援 

・他の医療機関からの紹介患者数の比率（紹介率）４０パーセント以

上、他の医療機関への紹介患者数の比率（逆紹介率）６０パーセン

ト以上を達成する。 

・地域医療支援病院の承認要件の一つである「地域医療支援病院委員

会（仮称）」の設置に向け検討を行う。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 目標値 
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地域医療支援病院の承認 平成２５年度までの承認 

紹介率 ４０％以上 

逆紹介率 ６０％以上 

 

（２）地域完結型医療の実現 

① 地域医療機関との役割と機能の分担 

・地域連携懇親会を開催し、地域の医療機関と顔の見える連携に取り

組む。 

・地域連携パス等の作成に取り組む。 

・地域医療連携室にソーシャルワーカーを増員し、体制充実を図る。 

 

第２ 予算、収支計画及び資金計画 

民間的経営手法の導入等の地方独立行政法人制度の特長を最大限発揮し、

効率的、効果的な業務運営により、収益の確保と費用の節減に取り組むとと

もに、引き続き月次決算や原価計算等の経営分析を的確かつ迅速に行う病院

経営により、単年度収支の黒字と経常収支比率１０５パーセントを目指す。 

また、経営管理体制の確立のため、理事会及び事務部門等の体制を整備し、

組織内の意思決定過程を明確にするとともに、組織内における権限委譲や役

割分担により効率的、効果的な管理運営体制を構築する。さらにＢＳＣ（バ

ランストスコアカード）手法により、組織全体がビジョンを共有した上で各

部門が行動計画を作成し目標達成に向けて取り組み、定期的な進ちょく管理

を行うことにより、ＰＤＣＡサイクルを確立する。 

 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 

単年度収支の黒字を目指す 
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経常収支比率１００パーセント超の堅持 
 

 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画

経常収支比率 １０２．２％ １０５．７％

病床利用率 ８５．７％ ８５．７％

職員給与費比率 

（対医業収益） 
４８．２％ ５２．１％

材料費比率 

（対医業収益） 
１９．６％ ２０．１％

医業収支比率 １０４．９％ １００．６％

平均在院日数 １３．８日 １３．５日

入院単価 ３９，４５０円 ４２，９００円

外来単価 ９，２０７円 １０，０００円

 

１ 予算（平成２２年度） 

（単位 百万円） 

区 分 金 額 

収入  

営業収益 ７，１８４ 

医業収益 ６，６１８ 

運営費負担金収益 ５５３ 

その他営業収益 １３ 

営業外収益 ３１９ 

運営費負担金収益 ２６１ 

その他営業外収益 ５８ 
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資本収入 ０ 

長期借入金 ０ 

その他資本収入 ０ 

その他の収入 ０ 

計 ７，５０２ 

支出  

営業費用 ６，１６４ 

医業費用 ５，９９１ 

給与費 ３，２８０ 

材料費 １，３９２ 

経費 １，２９４ 

研究研修費 ２６ 

一般管理費 １７３ 

営業外費用 ３８５ 

資本支出 ９７２ 

建設改良費 ３５０ 

償還金 ６０６ 

その他の資本支出 １５ 

その他の支出 ０ 

計 ７，５２１ 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

［人件費の見積り］ 

総額３，４４４百万円を支出する。この額は、法人の役職員に係る報

酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するものであ

る。 

 

２ 収支計画（平成２２年度） 

（単位 百万円） 

区 分 金 額 

収益の部 ７，５５８ 

営業収益 ７，２２０ 
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医業収益 ６，６１０ 

運営費負担金収益 ５５３ 

補助金等収益 １３ 

資産見返補助金戻入 ４４ 

営業外収益 ３１６ 

運営費負担金収益 ２６１ 

その他営業外収益 ５５ 

臨時利益 ２３ 

費用の部 ７，５０２ 

営業費用 ６，７４４ 

医業費用 ６，５７０ 

給与費 ３，２８０ 

材料費 １，３２６ 

経費 １，３７８ 

減価償却費 ５６２ 

研究研修費 ２５ 

一般管理費 １７４ 

営業外費用 ３８５ 

臨時損失 ３７３ 

純利益 ５６ 

目的積立金取崩額 ０ 

総利益 ５６ 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

［退職給付引当金について］ 

地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（平成

１６年総務省告示第２２１号）第２章第３節第３６の規定に基づき、引

き当てておくべき退職給付引当金と、既引き当て済み退職給付引当金と

の差額のうち、３５０百万円を臨時損失に計上し、引き当てるものとす

る。 

 

３ 資金計画（平成２２年度） 

（単位 百万円） 
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区  分 金 額 

資金収入 １０，００２ 

業務活動による収入 ７，５０２ 

診療業務による収入 ６，６１８ 

運営費負担金による収入 ８１３ 

その他の業務活動による収入 ７１ 

投資活動による収入 ０ 

運営費負担金による収入 ０ 

その他の投資活動による収入 ０ 

財務活動による収入 ０ 

長期借入れによる収入 ０ 

その他の財務活動による収入 ０ 

市からの繰越金 ２，５００ 

資金支出 １０，００２ 

業務活動による支出 ６，５４９ 

給与費支出 ３，４４４ 

材料費支出 １，３９２ 

その他の業務活動による支出 １，７１４ 

投資活動による支出 ３５０ 

有形固定資産の取得による支出 ３５０ 

その他の投資活動による支出 ０ 

財務活動による支出 ６２２ 

長期借入金の返済による支出 ０ 

移行前地方債償還債務の償還による支出 ６０６ 

その他の財務活動による支出 １５ 

次年度への繰越金 ２，４８１ 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 人材の確保と育成 

（１）病院スタッフの確保（重点） 

① 医師の確保 
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・久留米大学医学部、同教育関連病院との人事交流や研修を通した連

携の強化に取り組む。 

・専門医や研修指導医等の資格取得を促進する。 

・臨床研修病院として、研修プログラムの充実等により臨床研修医の

確保及び定着化を図る。 

・新しい医師人事給与制度を導入し、職員が積極的に資格取得に取り

組める環境づくりに努めるとともに、モチベーションの向上（人事

評価制度及び年俸制度の導入）や、就労環境の改善に取り組む。 

② 看護師の確保 

・７対１看護体制の確立により質の高い看護を提供するとともに、初

任給の改善や適切な人員配置等の就労環境の改善に努め、看護師の

確保及び定着化を図る。 

③ 医療技術職等の確保 

・医療技術職の人材確保を図るため、初任給の改善や適切な人員配置

等の就労環境の改善に努める。 

④ 事務部門の専門性の向上 

・経営管理機能の強化を図るため、法人固有の職員を段階的に採用す

るとともに、実践的な研修の実施により、専門性の向上に計画的に

取り組む。 

・病院事務に精通し、かつ、専門知識を有する経験者採用に取り組む。 

⑤ 院内託児の検討 

・院内託児所の設置あるいは近隣施設の活用に向けた具体的検討を行

い方針を決定し、推進する。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 目標値 

７対１看護体制の確立 平成２２年度中の確立

 

（２）研修制度の整備 

① 教育研修制度の整備 
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・教育担当を専任する看護部副部長を配置し、看護師の教育研修制度

の充実を図る。 

・職務、職責に応じた実効性のある教育研修制度を体系化し、高度で

専門的な資格や技能の取得を促進する。 

② 高度で専門的な資格や技能の取得の支援 

・専門医や認定看護師、専門技師を始めとした高度で専門的な資格や

技能の取得への支援制度（手当の創設、人事評価制度の導入）を検

討する。 

・短期、長期の研修体制の確保や院外研修制度の積極的な活用により、

資格取得、技能習得が可能となる環境づくりに努める。 

③ 教育・研修の場の提供 

・医療機関等の実習生等の積極的な受入れに努める。 

 

（３）接遇の向上 

① 接遇研修等の実施 

・委託業者の職員等も含む市立病院に勤務する全ての者が参加可能と

なる実践的な接遇研修等の実施とその実践に取り組み、接遇の向上

を図る。 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 平成２２年度計画

接遇に関する研修会の参加人

数 
１０４人 ２００人

 

２ 効率的、効果的な業務運営の実施 

（１）柔軟で適正な人事給与制度の構築（重点） 

① 職員採用の基準 

・高度で専門的な知識や技能、経験を有する優秀な人材を確保するた

め、従来の受験資格や試験内容等の見直しを行い新たな職員採用制

度を構築する。 

② 柔軟な職員配置 
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・効率的、効果的な業務運営を行うため、適材適所の配置や時宜にか

なった職員配置を行うとともに、医療職の事務部門への配置等によ

り人材育成に努める。 

③ 教育研修の支援 

・長期の受講が必要となる研修等へも積極的に参加することができる

制度について検討を行う。 

・医療に関係ある自己啓発の取組みに対する助成制度について検討を

行う。 

④ 新人事給与制度の確立 

・職員の努力や成果を適正に評価し、その処遇（給与や昇任等）に反

映される新たな人事給与制度の平成２３年４月導入を目指し、制度

の構築に取り組む。 

・病院経営の安定化と職員のモチベーションの向上を図るため、病院

業績に連動した人事給与制度の構築を目指す。 

⑤ 就労環境の向上 

・医師の負担軽減を図るため、ドクタークラークの活用を図る。 

・職員に魅力ある病院づくりのため多種多様な雇用形態やワーク・ラ

イフ・バランスに配慮した柔軟な勤務形態の導入について検討を行

い、働きやすい職場環境の向上に努める。 

⑥ 職員再雇用制度の検討 

・定年を迎えた職員の専門的な知識・経験が病院経営や良質な医療の

提供に生かせる再雇用制度を検討する。 

⑦ 派遣職員の段階的なプロパー化 

・市からの派遣職員については、法人職員採用計画の下、段階的に法

人職員と入れ替える。なお、これについては、ノウハウ等の承継に

十分配慮しつつ計画的に実施する。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 目標値 

独自の人事給与制度の導入 平成２３年４月導入を目指す
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（２）院内協働の推進 

① 院内協働の精神に基づいた業務運営 

・委託業者の職員等も含む市立病院に勤務する全ての者が、協働の精

神の下、基本理念等を共有し、相互に補完し合う中で業務運営に取

り組む。 

 

（３）病院機能評価の活用 

① 業務改善の取組み 

・業務改善委員会を定期的に開催し、患者サービスの向上を図るとと

もに、効率的、効果的な業務運営を行う。 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 

病院機能評価の認定更新 Ｖｅｒ. ５認定（更新） 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

１，０００百万円とする。 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への

対応や賞与の支給等一時的な資金不足への対応を想定している。 

 

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときの計画 

なし 

 

第６ 剰余金の使途 

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、病院施設・

設備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確保事業及

び人材育成事業の充実に充てる。 



15/15 

 

第７ その他 

１ 施設及び設備に関する計画（平成２２年度） 

施設及び設備の内容 予定額 

病院施設・設備の整備 総額  ５０百万円 

医療機器等の整備・更新 総額 ３００百万円 

（注）金額については見込みである。 

 

２ その他法人の業務運営に関する特に重要な事項 

（１）災害等への対応（重点） 

・災害拠点病院としての機能充実を図るため、先進病院の取組みにつ

いて研究する。 

 

（２）保健医療情報の提供 

・保健医療に関する高度で専門的な知識を公開講座の実施やホームペ

ージ等により情報発信し、普及啓発活動を実施する。 

 

 


